
２　いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県

①変化に対応し挑戦と努力が報われる農林水産業の実現
（単位：千円）

 ○農地集積と水田農業の転換

447,211 
(433,409)

189,253 
(149,428)

25,327 
(24,644)

43,000 
(43,000)

9,605 
(2,880)

58,875 
(28,541)

33,396 
(30,713)

19,050 
(19,650)

36,058 
(58,807)

107

担い手への農地集積と集約化により、農地利用の高度化を図るため、
農地の中間的な受け皿である農地中間管理機構の運営を支援する。
　・機構集積協力金の交付
　・機構駐在員の増員（１１人→１７人）
　【新】市町への機構駐在員の配置（３人）　など

　〔債務負担行為　２１５，０１７千円〕

農地活用・集
落営農課

農地中間管理推進事業

108

新時代の水田農業低コス
ト化対策事業

食品企業連携産地拡大
推進事業（水田畑地化
推進分）

112

近隣の担い手不在集落をカバーできる経営力のある集落営農法人を育
成するため、園芸品目導入等の取組を支援する。
　・農業機械、施設の導入の助成（補助率１／２）
　・園芸品目転換の濃密指導（５０回）

担い手不在集落への対応等を広域エリアで総合的にサポートする「地
域農業経営サポート機構」の運営に要する経費に対し助成する。

農地活用・集
落営農課

ファーマーズスクール研修生などの新規就農希望者等が円滑に経営を
開始できる環境を整えるため、農地中間管理機構があらかじめ確保した
農地の管理に要する経費に対し助成する。
　・補助率　定額（平地４万８千円　等）　など

農地活用・集
落営農課

（一部再掲）
農地中間管理推進事業
（借受農地等管理分）

114

食品企業のニーズに対応した加工業務用農産物の産地育成を加速化す
るため、企業と生産者等からなる協議会の設立や機械・施設のリース導
入までの取組を一体的に支援する。
　・食品企業連携協議会の設立（ホウレンソウ(中津市)ほか３協議会）
　・リース導入の助成（補助率１／２）　など

おおいたブラ
ンド推進課

115

水田農業の低コスト化を図るため、乾田直播栽培の全県展開を進める
ほか、規模拡大に必要なＩＣＴ農業機械等の導入に要する経費に対し助
成する。
　・乾田直播モデル実証圃の設置（１０か所）
　・可変施肥機能付きトラクターの助成（補助率１／２）

農地活用・集
落営農課

113

109

水田の畑地化による園芸品目の導入を促進するため、担い手等の負担
を軽減する。
　・畑地化用の農地提供者に対する協力金の交付
　　　大規模園芸農地の集積（2万円/10ａ）露地3.0ha、施設1.0ha以上
    　上記以外の集積（1万円/10ａ）露地1.5ha、施設0.5ha以上
　・畑地化に必要な農地基盤整備の地元負担の軽減
　　　中山間地10％→0％、平地15％→5％

農地活用・集
落営農課

米政策転換対応型水田
畑地化推進事業

110

水田の畑地化等の推進を図るため、農地の出し手と受け手との間の
マッチングの取組を支援するとともに、中山間地域で集積を推進する経
営体に対して奨励金等を交付する。
　・マッチング奨励金（畑地化・大規模化（広域調整）2万円/件　等)
　・中山間地域等農地集積担い手交付金（畑地化2万円/10a　等)

農地活用・集
落営農課

農地集積・集約化支援
事業

111

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

平成３１年度
当初予算額

平成３０年度
当初予算額

水田農業の構造改革を加速するため、水田の畑地化、高収益作物の導
入等を総合的に支援する。
　・水田の畑地化目標　５００ｈａ（２０２２年度末）

農地活用・集
落営農課
　　　　 ほか

水田畑地化推進関連事業

集落営農構造改革対策
事業（水田畑地化推進
分）

水稲から園芸作物への転換による新しい園芸産地づくりを推進するた
め、栽培施設の整備等に要する経費に対し助成する。
　・農業機械、施設の導入助成（県１／４、市１／４）

園芸振興課
活力あふれる園芸産地
整備事業（水田畑地化
推進分）



7,797,821 
(11,153,039)

＋30年度2月補正
予算計上予定

 ○マーケットインの商品づくりの加速

1,668,146 
(2,134,778)

＋30年度2月補正
予算計上予定

31,818 
(29,206)

353,079 
(49,082)

23,651 
(37,223)

56,535 
(61,611)

48,926 
(56,268)

18,000 
(0)

1,560,270 
(1,576,948)

148,932 
(164,873)

1,656,930
(1,019,270)

＋30年度2月補正
予算計上予定

園芸振興課

戦略品目等のさらなる産出額向上を図るため、新規就農者への栽培施
設の整備等に要する経費に対し助成する。
　・大規模リース団地　　　こねぎ（国東市）
　・認定農業者の規模拡大　キク　（豊後大野市）
　【新】日田梨の創造的復興に向けたハウス等整備への助成
　　　　（補助率４/５）　など

国際化の進展に対応可能な生産性の高い酪農経営体制を構築するた
め、後継牛の能力向上や規模拡大の取組を支援する。
　・高能力雌性判別体外受精卵の供給（400頭分）
　・優良雌牛導入貸付金（100万円/頭　新規80頭分）
　・搾乳牛増頭時の育成費の助成（6.9万円/頭　250頭分）
　・暑熱対策設備等の助成（補助率1/2）　など

酪農経営生産性向上対策
事業

116
（一部再掲）
（公）農業農村整備事業

119

117

高収益作物の導入に向けた排水対策工事等の水田の畑地化に取り組む
とともに、農地中間管理機構等により集積された農地の大区画化を実施
する。

農村の防災・減災力の強化を図るため、ため池の耐震化や農業水利施
設の改修等を実施する。

125

126

農村基盤整備
課

県産いちご「ベリーツ」
産地・流通拡大対策事業

121
おおいた和牛流通促進対
策事業

123

林業成長産業化総合対策
関連事業

林務管理課
林産振興室
森林整備室

人工林の伐期到来による素材生産量の増加に対応した林業・木材産業
の構造改革を推進するため、森林所有者が行う路網整備や製材業者が行
う木材加工施設整備等に要する経費に対し助成する。
　・林業専用道開設（2万5,000円/m）、森林作業道開設（2,000円/m）
　・搬出間伐（42万円/ha）、高性能林業機械（補助率1/3）
　・木材加工施設（補助率1/2）　など

120
おおいたブラ
ンド推進課

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会が行う輸出拡大の取組を支援する。
　・梨のフェア開催（台湾２回　ベトナム２回）
　・「甘太くん」のシンガポール等向け輸出の環境改善支援(鮮度保持
　　資材導入等）　など

（一部再掲）食品企業連
携産地拡大推進事業

農林水産物輸出需要開拓
事業

おおいたブラ
ンド推進課

農商工連携による農林水産物の付加価値向上を図るため、産地と県内
外の食品企業が連携した取組を支援する。
　・フードマーケターによる産地と食品企業とのマッチング
　・加工施設整備の助成（補助率１／２　１か所）　など

118
おおいたブラ
ンド推進課

いちご農家の所得向上を図るため、「ベリーツ」への品種転換を支援
するとともに、県内や拠点市場における流通拡大対策を実施する。
　・栽培技術マニュアルの更新、最適化モデルほ場の設置（１４か所）
　・生産資材やモニタリングシステムの助成（補助率１／２）
　・ＳＮＳを活用した情報発信、コラボ商品の開発　など

畜産振興課

新たなリーディングブランド「おおいた和牛」の認知度向上と流通拡
大を図るため、戦略的なＰＲ対策を実施する。
　・ラグビーワールドカップ大分開催とあわせたＰＲ活動
　・サポーターショップの拡大（１０か所→１７か所）　など

（一部再掲）活力あふれ
る園芸産地整備事業

畜産技術室

畜産技術室

　繁殖雌牛の生産能力向上のため、繁殖農家が新技術であるゲノム育種
価評価を用いて選抜保留を行う経費に対し助成する。
　・補助率　２/３
  ・限度額　１．２万円/頭（１，５００頭分）

肉用牛競争力強化対策事
業

繁殖雌牛生産能力向上対
策事業

122

124 畜産技術室

肉用牛の生産基盤を強化するため、繁殖・肥育農家の増頭につながる
取組等を支援する。
　・繁殖雌牛増頭時の育成費の助成（980頭）
　　　限度額　　4.8万円/頭(成牛導入型)～10.5万円/頭(子牛導入型)
　・畜産公社肥育牛預託制度の預託原資の貸付
　　　貸付単価　80万円/頭(素牛預託)～120万円/頭(飼育管理預託)

肉用牛生産基盤拡大支援
事業

畜産技術室

持続可能な肉用牛生産基盤の確立に向け、規模拡大を目指す経営体が
行う畜舎などの整備に要する経費に対し助成する。
　・畜産クラスター計画に基づく整備(補助率1/2、1か所)
　・既存農家の規模拡大(補助率1/2、畜舎新設・改修)
　　　　　　　　　　　(補助単価の引き上げ18千円/㎡→21千円/㎡)

新



62,963 
(9,003)

588,000 
(522,015)

60,331 
(60,329)

38,159 
(0)

11,650 
(3,894)

 ○力強い経営体の確保・育成

62,598 
(6,499)

784,458 
(772,803)

24,891 
(25,839)

26,552 
(25,649)

7,242 
(0)

35,381 
(43,612)

新規就業・経
営体支援課

林業経営等を担う人材を確保・育成するため、(公財)森林ネットおお
いたが行う｢おおいた林業アカデミー｣や、林業事業体が行うＯＪＴ研修
の経費に対し助成するとともに、研修生に対し給付金を交付する。
　・緑の青年就業準備給付金(国)137.5万円/年　 (45歳未満)
　【新】中高年移住就業給付金（県）100万円/年 (45歳以上55歳未満)
　・造林ＯＪＴ型研修の助成（補助率1／2）

林業新規参入者総合支援
事業

（再掲）ＵＩＪターン就
農者拡大対策事業

養殖マグロ成長産業化推
進事業

魅力ある農業実践教育推
進事業

ヒラメ陸上養殖生産振興
事業

134

本県への移住就農を促進するため、就農相談会や就農研修等を実施す
るとともに、就農時５０歳以上５５歳未満の県外からの移住就農予定者
に対し給付金を交付する。
　・自営就農、雇用就農相談会、体験研修等の実施
　・移住就農準備給付金の交付　１００万円／年　最長２年間
　【新】農林水産業の魅力発信等を通じた婚活支援　など

128

森林の公益的機能の確保に向け、皆伐後の確実な再造林を推進するた
め、森林所有者が行う従来の植樹本数を削減した低コスト再造林に要す
る経費に対し、製材業界等と連携し、国庫補助に上乗せして助成する。
　・補助対象　植樹本数 1,000本以上2,000本以下/1ha
　・補 助 率　国51％、県32％、業界7％、森林所有者10％

133

132

林務管理課

市町村が行う新たな森林経営管理制度の円滑な実施を図るため、森林
調査や森林整備等に必要な助言指導を行う体制を整備する。

136

再造林促進事業

林務管理課

ヒラメ養殖業の生産振興を図るため、寄生虫クドアの検査や緑色ＬＥ
Ｄを活用した養殖モデルを構築するとともに、赤潮被害に強い生産体制
づくりを支援する。
  【新】地下海水を用いた赤潮被害防除体制の整備（補助率２／３）

林産振興室

県産材の需要拡大を図るため、地域材を使用した公共建築物等の建設
に要する経費に対し助成するとともに、新たな商品を開発する。
　・公共建築物等の木造化の助成（１か所、補助率１／２）
  【新】県産材を活かした木塀の開発

水産振興課

しいたけ増産体制整備総
合対策事業

林産振興室

漁業管理課

129

130

135

新規就業・経
営体支援課

市町村森林管理体制整備
支援事業

127

131

137 林産振興室

日本一の乾しいたけ生産技術の継承を図るため、しいたけ版ファー
マーズスクールを設置し、就業時原則４５歳未満の研修生に対し給付金
を交付するとともに、生産施設の整備に要する経費に対し助成する。
　・給付金の交付
      独立型　７５万円／年　２年間（６００時間以上の研修）
　　　親元型　５０万円／年　２年間
　・リース団地整備の助成　　　　　　（補助率３／４）
　・人工ほだ場整備、ほだ木造成の助成（補助率２／３）　など

乾しいたけ新規参入者支
援事業

新規就業・経
営体支援課

就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農時５０歳未満の就農
者に対し給付金を交付する。
　・準　備　型（国）150万円/年　最長2年間（1,200時間以上の研修）
　・経営開始型（国）150万円/年　最長5年間
　・親元準備型（県）150万円/年　　　1年間（1,200時間以上の研修）
　・親元開始型（県）100万円/年　最長2年間（準備型給付期間を含む)

農業次世代人材投資事業

農業法人等のニーズに対応した、高度で実践的な技術を持つ農業人材
を育成するため、農業大学校の機能を強化する。
　【新】くじゅうアグリ創生塾等と連携した研修の実施
　【新】ＪＧＡＰに対応した牛舎の整備
　・就農支援のための進路コーディネーターの配置　など

しいたけの生産性向上と増産を図るため、生産基盤の整備に取り組む
生産者を支援する。
　・低コスト簡易作業路の整備　　（定額４００円／ｍ）
　・人工ほだ場等の整備　　　　　（補助率１／２～３／４）　など

木造建築物等建設促進総
合対策事業

森林整備室

今後の成長が期待できる養殖マグロの振興を図るため、赤潮被害を軽
減する生け簀の整備を支援するとともに赤潮被害に強い養殖手法につい
て実証する。
　・深層型マグロ養殖生け簀整備への助成（補助率３／４）

新

新



18,778 
(15,479)

42,994 
(57,995)

1,500 
(0)

1,322 
(0)

2,278 
(0)

 ○元気で豊かな農山漁村の継承

759,816 
(759,815)

＋30年度2月補正
予算計上予定

10,056 
(16,423)

2,952 
(0)

②多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保
（単位：千円）

1,488,257 
(1,211,479)

「津久見みかん」産地活
性化事業

所管課

平成３１年度
当初予算額

地域農業振興
課
（豊肥振興局）

144

平成３０年度
当初予算額

当　初　予　算　の　概　要

豊肥地域フードツーリズ
ム推進事業

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、狩猟者確保対策、捕
獲対策、集落全体で行う予防対策を総合的に支援する。
　・有害捕獲専従者に対する狩猟税の不徴収
　・捕獲報償金額
　　　　　　シカ　　　猟期内　　　　　　　　　　　11,000円/頭
　　　　　　　　　　（ジビエ処理施設への直接持込　13,000円/頭）
　　　　　　　　　　　猟期外　　　　　　　　　　　10,000円/頭
　【新】ＩＣＴを活用したスマート捕獲の実証　　　　　　　　など

141

中九州道路の県内開通を契機に、県内外からの交流人口の拡大を図る
ため、地域の豊富な自然や食を活かしたフォトラリー等を行う。

津久見みかん産地の再興を図るため、耕作放棄地を活用した担い手育
成のためのモデル圃場の整備や、社会福祉法人等が行う中間管理作業の
取組を支援する。
　・実施主体　津久見市農業再生協議会
　・補助率　　１／２

145

140

（一部再掲）鳥獣被害総
合対策事業

園芸振興課
（中部振興局）

森との共生推
進室

園芸振興課
（東部振興局）

138

143

園芸振興課
（西部振興局）

杉皮を材料とするバークマットを活用した新たなビジネスモデルを創
造するため、トマト農家での栽培実証を行い有効性を検証する。日田玖珠産バークマット

活用ビジネスモデル創造
事業

企業立地促進事業

142

国東オリーブのブランドを確立するため、生産性向上や販路拡大等に
向けた人工授粉技術等の導入や新商品の開発等を支援する。
　・実施主体　国東オリーブ振興協議会
　・補助率　　１／２

水産振興課

意欲ある漁業の担い手を確保・育成するため、大分県漁業協同組合が
行う漁業学校の運営経費に対し助成するとともに、就業時４５歳未満の
者に対し給付金を交付する。
　・準　備　型　１５０万円／年　１年間
　・独立経営型　１５０万円／年　１年間
　・親元就業型　１００万円／年　１年間

漁業担い手総合対策事業

農地活用・集
落営農課
園芸振興課
森林保全課
　　　　 ほか

農林水産業分野における生産性向上を図るため、ＩＣＴ技術等の導入
や作業のスマート化システム構築等を支援する。
　・園芸産地スマート化推進事業（26,213千円）
　　　栽培技術の見える化に向けたシステム導入の助成等
　・新時代の水田農業低コスト化対策事業（一部）（3,303千円）
　　　ＩＣＴ農業機械の導入支援
　・鳥獣被害総合対策（一部）（10,296千円）
　　　【新】ＩＣＴを活用したスマート捕獲の実証　　　など

（一部再掲）スマート農
林水産業推進関連事業
（園芸産地スマート化推
進事業　ほか５事業）

139

「国東オリーブ」産地確
立事業

地域農業振興
課

中山間地域の活性化と生産者の所得向上を図るため、直売所が行う集
客力、販売額向上に向けた取組を支援する。
　・店舗ＰＲや新商品開発の助成（補助率３／４）
　・店舗レイアウト変更等の助成（補助率３／４）　など

直売所魅力・機能向上事
業

企業立地推進
課

戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及び
雇用創出の一部に対し助成する。

事　業　名

146

地

地

地

地



50,000 
(30,000)

42,318 
(55,083)

36,544 
(39,236)

28,688,696 
(35,795,834)

1,316,770 
(1,283,696)

91,867 
(86,930)

38,000 
(28,000)

3,277 
(0)

地場自動車関連企業の底上げを図るため、大分県自動車関連企業会を
中心に、技術力向上、受注獲得機会拡大等の取組を実施する。
　・プロジェクトマネージャーによる生産性・品質管理向上支援
　・県内電子・電装部品製造企業の技術力向上及び参入支援

自動車関連産業企業力向
上事業

154

153

151

152

中小企業金融対策費150
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商工労働企画
課

経営創造・金
融課

経営革新加速化支援事業

新産業振興室

県内中小企業の持続的・発展的成長を支援するため、経営革新計画の
承認を受けた中小企業の販路開拓や商品改良など付加価値向上に向けた
取組を支援する。
　・一般枠　　　　　　　補助率　１／２　限度額　１５０万円
　【新】小規模事業者枠　補助率　２／３　限度額　１００万円

県内企業の市場シェア拡大や収益力強化を図るため、知的財産権の取
得や利用の拡大に向けた取組を実施する。
　・県内中小企業経営者等を対象とした勉強会(知財塾)の開催（２回）
　・開放特許の紹介や県内企業とのマッチングの実施

おおいたスタートアップ
支援事業

知的財産活用推進事業

商工会・商工会議所が行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会
連合会が行う商工会指導事業に要する経費に対し助成する。

伴走型の支援により小規模事業者の持続的な発展を後押しするため、
商工会・商工会議所の支援体制を強化する。
　・経営指導員の拡充（１３３人→１３８人）
　・経営支援員の拡充（　２７人→　５２人）など
　　※補助員、記帳専任職員から移行

小規模事業支援事業

経営創造・金
融課

新産業振興室

工業振興課

創業の裾野拡大やベンチャー企業の創出・育成を図るため、おおいた
スタートアップセンターを中心として、創業者の成長志向に応じた指導
やフォローアップ等を行う。
　【新】大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰの発掘や事業化に向けたﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ経費の助成
　【新】大学と連携した大学生向け実践型企業家教育等の実施
　・女性の創業に向けたﾈｯﾄﾜｰｸの構築、ﾋﾞｼﾞﾈｽｱｲﾃﾞｱｺﾝﾃｽﾄの開催　など

ドローン産業振興事業

経営創造・金
融課

離島等の条件不利地域を中心に、ＩＴ関連企業等の誘致を推進するた
め、市町村が行うサテライトオフィスの整備に対し助成する。
　・補 助 率　離島等２／３
　　　　　　　その他１／２（財政力指数0.67未満の市町村に限る）
　・対象経費　オフィスの取得・新設・増改築費、ＩＴインフラ経費等

離島等サテライトオフィ
ス整備推進事業

市場の成長が期待される業務用無人機（ドローン）分野の産業集積を
加速するため、研究開発や販路開拓等の取組を支援する。
　・大分県ドローン協議会の取組
　　機器開発補助　　　　：補助率２／３　補助上限額　５００万円
　　展示会出展補助　　　：補助率１／２　補助上限額　　３０万円
　　ｿﾌﾄ・ｻｰﾋﾞｽ開発補助　：補助率１／２　補助上限額　２５０万円
　・ドローン宅配等の実用化に向けた実証実験　　　など

企業立地推進
課

148

149

　中小企業等の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。（新規融資枠　３５０億円）
　【新】人手不足対策として先端設備等の導入に取り組む事業者向け
　　　　資金の創設（５億円）
　　　　融資利率　1.8～2.4％
　　　　保証料率　0.2％
　【新】キャッシュレス決済の導入に取り組む事業者向け資金の創設
　　　　（２．５億円）
　　　　融資利率　1.8 ％
　　　　保証料率　0.15％
　【新】大規模な経済危機等の発生に伴う信用収縮時に経営改善に取
　　　　り組む事業者向け資金の創設（１１５億円）
　　　　融資利率・保証料率　信用収縮時に別に定める
　【新】融資利率及び保証料率の引き下げ
　　　　創業支援資金　融資利率　1.8～2.0％→　1.6～1.8％
　　　　　　　　　　　保証料率  0.50％　　→　0.35％
　　　　事業承継資金　融資利率　1.8～2.4％→　1.6～2.2％
　　　　　　　　　　　保証料率  0.35％　　→　0.25％
　
　〔債務負担行為　７６０，５９７千円〕

新



30,383 
(0)

5,983 
(24,309)

19,879 
(0)

6,000 
(0)

92,398 
(94,227)

15,119 
(9,591)

30,926 
(80,346)

14,422 
(13,952)

103,442 
(93,428)

雇用労働政策
課

インバウンド等による観光関連消費の拡大を図るため、観光関連サー
ビスの創出・磨き上げや県産品の販売促進に向けた取組を支援する。
　・魅力ある体験サービス開発への助成（補助率1/2　限度額100万円）
　・販売力強化を図る土産品店へのアドバイザー派遣
　【新】販促ツール作成及び接客技術向上セミナーの開催

155

訪日外国人消費を確実に取り込むとともに、県民の利便性向上及び県
内の中小企業・小規模事業者の生産性向上を図るため、キャッシュレス
化に向けた取組を実施する。
　・事業者向けキャッシュレス化推進セミナーの開催（５か所）
　・新聞広告等を活用したキャッシュレス利用促進キャンペーンの実施

県内中小企業の人材確保と県外大学生等の県内就職・定着を図るた
め、インターンシップの受入体制整備等を行う。
　【新】インターンシップセミナーの開催
　・インターンシップマッチング専用サイトの運営　など

大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ4.0〟を支える基盤であるＩＴ人
材の確保・育成に向け、世代別対策に取り組む。
　・社会人等を対象に県内ＩＴ企業が共同で行う「おおいたクリエイテ
　　ィブアカデミー」の運営費助成（養成数40人／年）
　・高校生を対象としたＩＴ業界説明会等の開催
　・県外ＩＴ企業の県内サテライトオフィス体験支援(補助率1/2、6社)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

キャッシュレス化推進事
業

（再掲）おおいた元気企
業マッチング促進事業

本県への移住を促進するため、県外からの移住者に対し住宅の新築費
用等を支援する市町村に対し助成する。
　・新築　　　　　　　限度額　１３０万円(県１／２　市町村１／２)
　・購入　　　　　　　限度額　１３５万円(県１／２　市町村１／２)
　・空き家改修等　　　限度額　１４５万円(県１／２　市町村１／２)
　・店舗等開設　　　　限度額　１００万円(県１／２　市町村１／２)
　・賃貸(引越費用等)　限度額　　３５万円(県１／２　市町村１／２)

雇用労働政策
課

産業人材の確保と本県への移住・定着を促進するため、学生就職サ
ポーターなどによる県外進学者への情報発信の取組を強化する。また、
ＵＩＪターン希望者と県内企業とのマッチングや相談会等を行う。
　・学生就職サポーターの設置（福岡事務所）
　・保護者向け合同企業説明会の開催
　・県内高校生及び大学生向け合同企業説明会の開催　など

地域活力応援
室

情報政策課

特に人手不足感が強い観光、建設、物流産業における人材の確保・育
成を支援するため、技能習得・資格取得から現場実習までの一貫した職
業訓練を実施する。
　・観光産業（訓練期間６か月　２５人）
　・建設産業（訓練期間４か月　２０人）
　・物流産業（訓練期間３か月　２０人）

雇用労働政策
課

商業・サービ
ス業振興課

観光関連消費拡大支援事
業

商業・サービ
ス業振興課

宿泊施設集客力強化事業

ラグビーワールドカップ大分開催等を契機とした宿泊・ホテル施設の
集客力強化を図るため、多様な旅行形態に対応した受入環境の整備やＷ
ＥＢページの改善を支援する。
　・受入環境整備に対する支援
　　　補助対象経費　小規模改修・備品購入・広報経費　等
　　　補助率　　　　１／２
　　　限度額　　　　１００万円
　・集客力向上ＷＥＢページ改善講座の実施
　・ＷＥＢページ改善に対する支援
　　　補助対象経費　ＷＥＢページ改修に要する経費　等
　　　補助率　　　　１／２
　　　限度額　　　　７５万円　　　　　　　　　　　　　　など

商業・サービ
ス業振興課

インバウンド等による消費拡大を図るため、観光関連産業の夜間営業
拡大に対応した公共交通機関及び観光案内サービスを確保するととも
に、経済効果を検証する。
　・実施期間　　　夏休み期間（８月）
　　　　　　　　　ラグビーワールドカップ開催期間
　　　　　　　　　（９月下旬～１０月下旬）
　・夜間バス運行　湯布院～別府（２往復/日）
　　　　　　　　　別府市内観光ルート（１周/日）
　・夜間観光案内サービスの実施

商業・サービ
ス業振興課

おおいたの産業人材確保
・育成事業

163

162 ＩＴ人材確保支援事業

（再掲）移住者居住支援
事業

157

158

160

159
（再掲）ＵＩＪターン就
職等支援強化事業

161

156

ナイトタイムエコノミー
活性化事業

新

新

新



31,235 
(23,056)

2,711 
(0)

20,000 
(0)

113,799 
(106,669)

16,006 
(12,098)

11,248 
(13,333)

③男女が共に支える社会づくりの推進
（単位：千円）

7,531 
(10,974)

33,855 
(43,670)

2,359 
(0)

柔軟で多様な働き方の実現と女性の就業機会の創出を図るため、在宅
ワークの普及を推進するとともに、職業訓練や再就職に向けた取組を支
援する。
　・在宅ワーカー養成講座の開催（講座期間３か月 ３コース）
　・在宅ワークマッチング交流会の開催（求職者１００人 企業２０社)
　・託児付き職業訓練の実施（８コース）　など

県北地域の自動車関連産業における女性の就業を促進するため、企業
を対象とした雇用環境の実態調査や意識改革セミナーを実施するととも
に、モデル企業を選定して女性が働きやすい職場づくりに取り組む。

雇用労働政策
課
(北部振興局)

県民生活・男
女共同参画課

雇用労働政策
課

女性の活躍推進事業

平成３１年度
当初予算額

雇用労働政策
課

県内在留外国人が生活・就労等に関する適切な情報を取得できるよう
にするため、情報提供・相談等を行う一元的窓口を設置する。

県内企業による外国人労働者の円滑な受入れや適正な雇用管理を促進
するため、関係制度や人材育成に関するセミナー等を開催する。

企業の将来を担う人材の県内就職・定着を促進するため、おおいた学
生登録制度を通じ、大学等進学者が就職するまでの間、企業・地域情報
をＷＥＢマガジンなどにより発信するとともに、大卒者等への奨学金返
還に対し助成する。
　・支援要件　ア　日本学生支援機構、大分県奨学会の奨学金等貸与者
　　　　　　　イ　6年間継続して県内企業での就業が見込まれる者
　・対象職種　研究者、開発技術者、製造技術者、情報処理・通信技術
　　　　　　　者（中小製造業又は中小情報サービス業に限る）
　・助 成 額　毎年度の返還額（月額13,600円、通算122万4千円上限）
　・募集期間　H30（2018）年度から2020年度までの就職

建設産業における人材確保や生産性向上を図るため、就労環境改善の
取組やＩＣＴ機器の導入を支援する。
　【新】建設労働者のＵＩＪターン促進に向けたＨＰの開設や情報発信
　【新】若手就業者の資格取得を支援する中小企業への助成
　　　　　補助率１／２　限度額　５万円　１４０件
　・就労環境の改善対策の助成
　　　　　補助率１／２　限度額５０万円　　１９件
　・ＩＣＴ機器導入の助成（リースを含む）
　　　　　補助率１／２　限度額５０万円　　１５件

土木建築企画
課

国際政策課
外国人総合相談センター
設置事業

所管課

164

166

169

（再掲）建設産業構造改
善・人材育成支援事業

168

165
外国人労働者受入対策支
援事業

商工労働企画
課

まち・ひと・
しごと創生推
進室

雇用労働政策
課

167

中小企業者の連携・組織化及び中小企業団体の育成を促進するため、
大分県中小企業団体中央会が行う組合の設立、管理、事業運営等に関す
る相談・指導・情報提供の取組を支援する。
　【新】外国人技能実習制度の適正な活用に向けた県内監理団体
　　　　に対する普及啓発・支援の実施

170

171
女性のスキルアップ総合
支援事業

172

（再掲）地方創生ふるさ
と納税活用人材育成事業

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

（再掲）おおいた学生県
内就職応援事業

組合育成指導費

女性が活躍できる、また男女が共に働きやすい社会の実現を図るた
め、経済団体と連携し、働く女性のキャリア形成など女性の社会参画を
支援する。
　・事業所へのキャリアコンサルタントの派遣（１０社×４回）
　・就労など様々な社会参画に向けたセミナーの開催（５回）　など

県北自動車関連産業女性
活躍推進事業

平成３０年度
当初予算額

クリエイティブな若者の県内就職・定着を促進するため、ふるさと納
税や企業版ふるさと納税を活用し、大卒者等の奨学金返還に対し助成す
る。
　・支援要件　ア　日本学生支援機構、大分県奨学会の奨学金等貸与者
　　　　　　　イ　6年間継続して県内企業での就業が見込まれる者
　・対象職種　県内の芸術文化等関連企業に就職する技術者、設計士、
　　　　　　　デザイナー、音楽講師等
　・助 成 額　毎年度の返還額（月額13,600円、通算122万4千円上限）
　・募集期間　H30（2018）年度から2020年度までの就職

新

地

新



④人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推進
（単位：千円）

277,516 
(167,821)

71,597 
(51,017)

110,036 
(92,495)

30,383 
(0)

5,983 
(24,309)

19,879 
(0)

6,000 
(0)

89,633 
(0)

広報広聴課

訪日外国人消費を確実に取り込むとともに、県民の利便性向上及び県
内の中小企業・小規模事業者の生産性向上を図るため、キャッシュレス
化に向けた取組を実施する。
　・事業者向けキャッシュレス化推進セミナーの開催（５か所）
　・新聞広告等を活用したキャッシュレス利用促進キャンペーンの実施

ラグビーワールドカップ大分開催等の国際的なイベントを目前に控
え、アジアに加え欧米・大洋州からの誘客促進を図るため、インバウン
ド対策を強化する。

インバウンド等による消費拡大を図るため、観光関連産業の夜間営業
拡大に対応した公共交通機関及び観光案内サービスを確保するととも
に、経済効果を検証する。
　・実施期間　　　夏休み期間（８月）
　　　　　　　　　ラグビーワールドカップ開催期間
　　　　　　　　　（９月下旬～１０月下旬）
　・夜間バス運行　湯布院～別府（２往復/日）
　　　　　　　　　別府市内観光ルート（１周/日）
　・夜間観光案内サービスの実施

ラグビーワールドカップ大分開催を契機として、欧米・大洋州等から
の観光誘客を図るため、本県で試合を行う国へのプロモーションに加
え、情報発信、誘客対策及び受入態勢整備を行う。
　・情報発信力のあるブロガー等の招請
　・着地型商品の販売促進
　【新】文化体験やクルーズ等、大会期間中のおもてなしイベントの
　　　　実施　など

観光・地域振
興課

「おんせん県おおいた」のさらなる魅力（ブランド力）向上を図るた
め、パブリシティ活動に加え、ＷＥＢやＳＮＳ等を活用した情報発信を
強化する。

ラグビーワールドカップ大分開催等を契機とし、欧米・大洋州など海
外向けＰＲを実施する。
　・「大分で会いましょう。」ミーティングツアーの開催
　・ラグビーワールドカップ大分開催期間中における海外メディア大分
　　ツアーの開催　など

所管課

商業・サービ
ス業振興課

商業・サービ
ス業振興課

観光・地域振
興課

商業・サービ
ス業振興課

ラグビーワールドカップ大分開催等を契機とした宿泊・ホテル施設の
集客力強化を図るため、多様な旅行形態に対応した受入環境の整備やＷ
ＥＢページの改善を支援する。
　・受入環境整備に対する支援
　　　補助対象経費　小規模改修・備品購入・広報経費　等
　　　補助率　　　　１／２
　　　限度額　　　　１００万円
　・集客力向上ＷＥＢページ改善講座の実施
　・ＷＥＢページ改善に対する支援
　　　補助対象経費　ＷＥＢページ改修に要する経費　等
　　　補助率　　　　１／２
　　　限度額　　　　７５万円　　　　　　　　　　　　　　など

商業・サービ
ス業振興課

インバウンド等による観光関連消費の拡大を図るため、観光関連サー
ビスの創出・磨き上げや県産品の販売促進に向けた取組を支援する。
　・魅力ある体験サービス開発への助成（補助率1/2　限度額100万円）
　・販売力強化を図る土産品店へのアドバイザー派遣
　【新】販促ツール作成及び接客技術向上セミナーの開催

おおいたブランド戦略強
化事業

（再掲）宿泊施設集客
力強化事業

観光・地域振
興課
商業・サービ
ス業振興課

インバウンド対策関連事
業

（再掲）観光関連消費
拡大支援事業

179

ラグビーワールドカッ
プ観光振興事業

173

178

インバウンド推進事業

175

176

（再掲）ナイトタイム
エコノミー活性化事業

177

174

（再掲）キャッシュレ
ス化推進事業

事　業　名

180

平成３１年度
当初予算額

平成３０年度
当初予算額

東アジアをはじめ、ＡＳＥＡＮ諸国からの観光誘客を図るため、富裕
層やリピーターをターゲットにしたプロモーションなど、各国・地域ご
とのニーズに応じた情報発信や誘客対策を行う。
　【新】誘客アドバイザーによる情報発信、大手旅行会社との連携プロ
　　　　モーションの実施（中国）
　【新】ＡＰＵ卒業生を活用したＳＮＳによる情報発信（タイ）　など

当　初　予　算　の　概　要

新

新

新

新



33,638 
(0)

65,906 
(0)

90,229 
(0)

65,000 
(135,000)

78,234 
(100,531)

49,399 
(60,837)

4,508 
(0)

4,500 
(0)

2,000 
(0)

1,000 
(0)

韓国路線の安定的な運航継続とさらなる増便を実現させるため、運航
支援及び利用促進対策を強化する。

将来、定期便の運航が期待される韓国以外の国際航空路線について、
チャーター便の運航を働きかけ、新規路線の誘致に取り組む。

ＤＲＵＭ ＴＡＯを核とした阿蘇・久住エリアの観光誘客・情報発信
を図るため、竹田市が行う「天空の展望公園」整備に必要な環境保全対
策に要する経費に対し助成する。天空の展望公園関連環境

整備支援事業

河川課
(臼杵土木事務
所)

地域との連携による宮川
再生・活性化事業

芸術文化スポ
ーツ振興課

旅行需要が多様化する中、国内旅行者の誘客を促進するため、首都圏
等の富裕層やリピーターとなる近隣県の住民等をターゲットとし、それ
ぞれのニーズに応じた情報発信や誘客対策を行う。
　・九州・中四国　温泉の新たな楽しみ方の発信による誘客（リピータ
　　　　　　　　　ー向け)
　・関西・中部　　ＪＲ西日本と九州５県が連携したキャンペーン（旅
　　　　　　　　　咲ガール）の充実による誘客(若年女性向け)
　・東日本　　　　六郷満山特別朱印やゆふいんの森号等を活用した誘
　　　　　　　　　客(富裕層向け)　など

189

188

観光・地域振
興課

国内誘客総合推進事業

河川課
(大分土木事務
所)

観光・地域振
興課
(南部振興局)

184

ラグビーワールドカップ大分開催に備え、来県する観光客等へ安全か
つ快適な道路環境を提供するため、観光地等を結ぶ主要路線の草刈り
（１７路線）を行う。

186

観光地の魅力向上を図るため、市町村が管理する公衆トイレの緊急的
な整備に要する経費に対し助成する。
　・補助率　　１／２
　・限度額　　新築５００万円、改築３００万円、改修１５０万円
　・整備箇所　４３か所

平成２９年の台風第１８号により浸水被害を受けた津久見市中心部の
復興のため、河川拡幅により移転が必要な世帯の市内移住のサポートや
桜の植栽等による地域の賑わいづくりの取組に要する経費に対して助成
する。
　・実施主体　津久見市周遊活性化対策協議会
　・補 助 率  １／２

蒲江地域への誘客促進を図るため、元猿海岸で住民参加型イベントを
開催するとともに、既存イベントを活用した魅力発信等を行う。

蒲江地域の誘客促進事業

姫島観光を担う人材を育成し、姫島村の活性化を図るため、観光に関
するワークショップを開催するとともに、観光誘客に向けたＰＲ活動の
強化等を行う。

由布市湯布院町の田園地帯を流れる宮川の水環境の再生を通じて湯布
院観光の活性化を図るため、地域住民と連携し大量繁茂している外来水
草（オオセキショウモ）の駆除を行う。

姫島の新たな観光づくり
推進事業

道路保全課

観光・地域振
興課

おもてなしの交通環境整
備事業

ラグビーワールドカップ大分開催に備え、来県する観光客等へ安全か
つ快適な交通環境を提供するため、摩耗の進んだ横断歩道の改修等を集
中的に実施する。
　・横断歩道、一時停止標示の更新（５７キロ、４３３か所）
　・英語併記の信号機地名板の設置（３０か所）

交通規制課

おもてなしトイレ緊急整
備事業

観光・地域振
興課
(東部振興局)

交通政策課

190

187

国際航空路線誘致・拡充
促進事業

183

185

181

津久見復興街なかにぎや
かプロジェクト事業

おもてなしの観光道路等
環境整備事業

182

地

地

新

地

地

新

新



⑤海外戦略の推進
（単位：千円）

24,127 
(23,439)

20,000 
(0)

23,651 
(37,223)

24,627 
(22,601)

⑥活力みなぎる地域づくりの推進
（単位：千円）

325,000 
(500,000)

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要

191

192

平成３１年度
当初予算額

おおいた留学生ビジネス
センター運営事業

193

アジア、特にＡＳＥＡＮ諸国の成長を取り込み本県産業の活性化を図
るため、海外戦略に基づくターゲット国・地域ごとにプロモーション等
を実施するとともに、留学生や県人会等とのネットワークづくりを強化
する。
　【新】タイにおけるプロモーションの実施
　【新】過去のプロモーション開催地での大分フェアの開催（上海、台
　　　　湾）　など

地域活力応援
室

国際政策課海外戦略加速化事業

おおいたブラ
ンド推進課

海外の市場を取り込み農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド
おおいた輸出促進協議会が行う輸出拡大の取組を支援する。
　・梨のフェア開催（台湾2回　ベトナム2回）
　・「甘太くん」のシンガポール等向け輸出の環境改善支援(鮮度保持
　　資材導入等）　など

地域活力づくり総合補助
金

地域活力の維持・発展を図るため、地域住民等が行う魅力ある地域づ
くりや特色ある取組を支援する。
　・チャレンジ枠　補助率　３／４以内　限度額　２００万円
　・地域創生枠　　補助率　１／３～１／２以内
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認　５，０００万円）
　　　　　　　　　支援期間　最長３年

ラグビーワールドカップ大分開催など、訪日外国人の増加が見込まれ
るこの機を捉え、世界農業遺産やユネスコエコパークなどの国際ブラン
ド等を活かした地域づくりに対する支援を拡充する（※３１年度ま
で）。
　・国際ブランド地域創出枠
　　　　　　　　　補助率　２／３以内
　　　　　　　　　限度額　３，０００万円（特認　５，０００万円）

平成３０年度
当初予算額

県内在留外国人が生活・就労等に関する適切な情報を取得できるよう
にするため、情報提供・相談等を行う一元的窓口を設置する。

平成３０年度
当初予算額

国際政策課

所管課

県内での就職・起業を目指す留学生等を支援するため、就職コーディ
ネーターや起業コンシェルジュを配置した｢おおいた留学生ビジネスセ
ンター｣（別府市）を運営する。
　・留学生ビジネス塾（企業との交流、現場体験）の開催　など

事　業　名 当　初　予　算　の　概　要 所管課

平成３１年度
当初予算額

（再掲）農林水産物輸出
需要開拓事業

（再掲）外国人総合相談
センター設置事業

国際政策課194

195

新


